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1。 は じ め に
平成14年11月28日に開催 された衆参両院総務委員会はそれぞれ全会一致で
NTT東西の接続料均一化 を求める決議 を採択 した。事業者間接続料 につい
ては全国に均一料金が適用 されて きたが,情 報通信審議会は平成14年9月13
日の答 申で長期増分費用方式 に基づ く接続料 に東西格差 を設 けることを提言
した。衆参両院総務委員会決議はこの答申に反対 し,平 成15年度以降 も引 き
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続 き東西均一 を維持することを決議表明 した ものである。その後,情 報通信
審議会は平成14年12月11日付けで実際費用方式 に基づいて算定 される専用線
等の接続料 について東西格差 を設けることを決定 した。その結果,接 続料金
メニューには東西均一の項 目と東西格差のある項 目とが混在する とい うゆが
みが生 じた。
総務省は衆参両院総務委員会決議 を受けて長期増分費用適用項 目に東西均
一料金の仕組みを検討中だ と伝え られている。 もしもNTT西 日本の接続 コ
ス トをベースにした料金設定がNTT東 日本 にも適用 されるならば,足 回 り
料金の上昇が他サービスの料金に反映 され,コ ス トベースの料金設定の原則
が崩れたまま放置 されるという問題がある。
本稿では,ユ ーザー料金の水準維持のためには平成14年度から導入 された
ユニバーサルサービス基金の発動 に よるべ きことを明 らかに したい。NTT
が東西に分割 された平成10年度か ら3年 間は特定費用負担金の支払 いを可能
とする措置が存在 したが,同 制度の廃止 によってNTT東 日本に発生する超
過利潤 をNTT西 日本に移転 させる仕組みが無 くなった。同様の仕組みが新
たに検討 されているが,コ ス トベースでの接続料金設定 という原則 は崩れた
ままである。その一方で,平 成14年度 には,基礎的電気通信役務(加 入電話,
公衆電話及び緊急通報)の 水準維持のためにユニバーサルサー ビス基金が制
度化 されている。同制度の趣 旨を斜酌するな らば,別 会社であるNTT東 西
がそれぞれの原価情報 を基礎 に した別料金体系 を設定 した上で,ユ ーザー料
金 を一定水準に維持 させるためにユニバーサルサービス基金を発動 させ るこ
とが本来である。




続の円滑化 に関す る特別部会答 申によって約款化 と接続会計並 びにアンパ ン
1}
ドル化が実現 した。
当時の接続交渉は事業者間協議 を原則 としていたが,日 本電信電話株式会
社(NTT)と 他事業者 との接続協議 の長期化,接 続料金の算定根拠の曖昧
さ等が問題化 していた。そこで公益事業特権 を認め られて構築 される第一種
電気通信事業者の ネッ トワークについては,正 当な理由がある場合 を除 き,
他事業者に対する接続協定の締結 を義務付け,更 に特定事業者(都 道府県を
単位 とする市場 において加入者回線総数の50%を超える規模の加入者回線を
有する事業者)に 対 しては不可欠設備(加 入者回線 と一体 として構成 される
2)
概ね県域 をカバーする設備)に 関 し,接 続 に関する会計報告書の作成 とそれ




と同利用部門 とに仮想分離 し,利 用部門は他事業者 と同一条件で指定電気通
信設備 を利用 し,利 用料支払いを社内取引 として発生 させることによって,
両部門の収支相償 ・内部補助の有無 を確認するための会計 システムである。
電気通信審議会は接続の円滑化に関す る特別部会の下に電気通信事業接続会
計研究会 を設け,接 続会計のシステム設計 を行 った。その成果は平成9年9




接続会計ではABC(ActivityBasedCosting)を活用 し,適 切なコス トド
ライバーによって費用発生の実態 を出来る限 り忠実 に配賦 に反映 させ る改善
が図 られた。配賦計算の適切性 という意味では接続料算定にコス トベースの
原則が貫かれたといって良い。 しか し,わ が国の接続会計 は歴史的原価 を基
5)
礎 に してお り,発 生費用 が効率 的 な経 営 に よって生 じた ものか否 か とい う検
証 を行 うことまで は出来 ない。特 に コス ト情報 の非対称性 が存在 し,接 続 に
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関連のない様 々な費用 まで接続料算定に含め られているのではないか とい う
他事業者の疑念 を払拭するツール としては十分に機能 しない という問題があ
った。
このようにNTTの 非効率性 を排除 し,コ ス ト情報の非対称性 を解消する
方策が別途考案 される必要性が増 したわけである。平成8年 度答申の段階で
は取替原価情報の蓄積 もな く,従 って フォワー ド ・ルッキ ングなコス ト・デ
ータの収集が十分でな く,コ ス ト情報 の非対称性 を埋 める新 たな手法 として
期待 された長期増分費用方式導入は見送 られた。翌年の平成9年3月 に 「長
期増分費用モデル研究会」が郵政省内に設置 され,モ デルの構築が開始 され
た。研究会では諸外国モデルの分析,モ デル案の募集等が行われるとともに,
技術モデルの詳細検討 を行い,平 成11年9月に報告書が取 りまとめ られた。
長期増分費用方式 とは,全 ての設備が可変的であるほど長い期 間を対象 と
して,現 時点で利用可能な最新 の技術で最 も低廉で最 も効率的な設備 と技術
を利用する との前提 によりネッ トワークを再構築 した場合のネッ トワークコ
ス トを算定す るもので,競 争原理の働かない接続料の分野 に仮想的な競争原
理 を持 ち込み,非 効率性 を接続料 の原価算定上除外 し,検 証可能性 を高める
ことが狙いである。接続によ り追加 される正味の追加費用 を算出することか
ら増分費用モデル と呼ばれ,過 去支出を対象 とする歴史的原価 に対 し,将 来
s)7,s)
志向のコス ト(Forward-lookingCost)であることが大 きな特徴である。
指定電気通信設備の一部であるGC交 換機,市 内伝送機能,中 継系交換機
能,GC-ZC回線の中継伝送機能(共 用型),信号伝送機能に長期増分費用方
式(LRIC;LongRunlncrementalCosts)が導入 されたのは,電 気通信審議
































の設備 を除き,光 ファイバ設備 ・継系伝送路設備等 を含めることや,光 ファ
イバ設備(端 末系伝送路等)の 接続料 について実際費用方式による適正 な原
価算定 を行 うことなどが見直された。
平成14年3月8日 には 「長期増分費用モデル研究会」報告書が公表 され,
新たな長期増分費用モデル と算定結果 とが公表 された。当初モデルの実施期




ス トの算定 も含める改良が加えられた他,コ ス ト算定を都道府県単位で行 え
るようにす ることなどの修正が行われた。
1.0)
現在 の接続 に関す る規 制方式 は図1の よ うに ま とめ られる。接続義務 は第
一種 ・第二種 を問 わず課 され てい るが ,届 出制が適用 され る第二種電気 通信
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事業者は接続料金に関 し約款の届出のみで足 り,事前 に認可 を受ける必要は
ない。第一種電気通信設備 を有する事業者だけが接続約款の認可を受ける義
務 を負 うとともに,接 続料金の一部 に長期増分費用方式の適用 を受けるとい
う,非 対称規制が課 されている。
なお,新 モデルによる試算結果は図2に 示 される。
接続料原価の算定は各々の機能区分 に応 じて接続会計 を基礎 とする実際費
用方式,又 は長期増分費用方式が採用 されてお り,そ れぞれの機能区分毎 に
適用 される原価算定方式は表1の ように整理 される。
3.特定費用負担金の廃止と東西別料金算定の答申
3.1特定費用負担金の廃止
日本電信電話株式会社法の一部 を改正する法律(平 成9年 法律第98号)附



















四 市内伝送機能 GC-GC回線 長期増分費用方式




七 通信路設定伝送機能 専用線 実際費用方式(*2)
八 信号伝送機能 信号網 長期増分費用方式
九 呼関連データベース機能 呼 関 連 デ ー タベ ー ス 実際費用方式
十 番号案内機能 番号案内 実際費用方式(*4)
十一 手動交換機能 オペ レー ター に よ る交換 実際費用方式(*4)
十二 公衆電話機能 公衆電話 実際費用方式(*4)






加入者 回線 のモデル につ いて,地 中化 の実態 を踏 まえる必要。
専用線 についてモデル作成 が行 われ ていない。
新 しい機 能であ り,モ デル作成 が行 われていない。
平成10年度 の全 面委託化 を踏 まえたモ デル改定 が必 要。
番号案内機 能及び手動交換機 能 につい ては,平 成10年度 に行 われた全面委 託化が
長期増分費用 モデル に反映 されてお らずr今 回は長期増 分費用方式 を適用 しない こ
と とす る。
*5:利 用者料金 か らの割引。
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本電信電話株式会社(以 下 「西会社」 とい う。)の経営の安定化 を図る必要
があるときは,総 務省令で定める金額の範囲内で,西 会社に対 し,そ の事業
に要する費用 に充てるための金銭 を,東 会社の設立の 日以後三年以内に終了
する各事業年度に係 る利益 の処分 として交付す ることがで きる。」 と規定す
る。同規定 はNTTを 東西 に分割することに伴 う激変緩和措置 と位置付 けら
れる。分割前か らNTT西 日本は赤字,NTT東 日本は黒字 と予想 されてお り,
3年間の猶予期間を設けてNTT西 日本の赤字体質を改善 ・脱却することが
期待 されていた訳である。
この規定に基づ きNTT東 日本は第2期(平 成13年3月期)の 利益処分 に
14)
おいて特定費用負担金72,431百万円の処分 を実行 した。第1期(平 成12年3
月期)と 第3期(平 成14年3月期)に は特定費用負担金の処分 は行われてい
ない。NTT東 日本が第1期 と第3期 は当期損失 を計上 したか らである(同
社 の当期純利益 は第1期 か ら第3期 まで,そ れぞれ▲186,797百万円,20,021
百万円,▲157,246百万円 となっている)。
NTT西 日本側では,第2期 に特別利益 の内訳項 目として特定費用負担金
15}
受入額の科 目を設 けて受 け入れている。NTT東 日本のキ ャッシュ ・フロー
計算書によれば,営 業活動によるキャッシュ ・フローとして第3期 に特定費
用負担金の支払いが行われていることか ら,NTT西 日本では第2期 に特定
費用負担金受入額の相手科 目として未収金が計上 されたはずである。同社の
貸借対照表によれば,未 収入金は第2期 に87,093百万円が計上 され,第3期
には11,965百万円が計上 されてお り,そ の差額が△75,128百万円あることか
ら,特 定費用負担金未収額72,431百万円はここに含 まれている と考えてよい
だろう。NTT東 日本の第2期 利益処分案が定時株主総会で確定するのは第
三期 に入 ってか らであ り,NTT西 日本がこれを第2期 中に未収計上 したこ







結局,時 限立法 として認められた特定費用負担金制度は3度 のチ ャンスの
うち,一 度 だけ実行 されたことになる。NTT東 日本 に当期利益が存在 しな
い限 り特定費用負担金制度が発動 されない実態 は,NTT西 日本の赤字補填
システムとしては十分でないことを含意 している。更に,特 定費用負担金は
税法上 も損金参入が認め られたため,「税制上の特例措置の東NTTか ら西
NTTへの特定費用負担金制度 に係 る損金参入特例 は,3年 という期限はつ
けられたにせ よ連結納税その もの。答 申の再編成の主 旨は地域への競争の導
入であ り,そ の精神 にそぐわず残念に思 う。」 とのコメン トが残 されてお り,
16)
NTT再編の本来の趣 旨が生か されていない ことが明 らか にされている。こ
のように特定費用負担金 はNTTグ ループ内部 において資金補填を可能 にす
る措置で,黒 字企業が赤字企業の赤字 とそれに対応する不足資金 とを補填す
るとい うNTTグ ループ内部 における巨大な内部相互補助が成立 していた。
かか る巨大 な内部補助が存在する限 りにおいて,NTT東 西の収益力格差
は資金補填 を通 じて企業内でその一部 を解消することが可能であった。従っ
て本来はコス トベースであるべ き接続料 を全国均一 に維持することも,特 定
費用負担金 を前提 としてのみ許容 されたというべ きである。
3.2東西別料金算定の答申
情報通信審議会は 「長期増分費用モデルの見直 しを踏 まえた接続料算定の
在 り方について」 を平成14年9月13日に答 申した。答申では,伝 送装置の経
済的耐用年数を利用実態に対応する形で6年 か ら8.4年に修正 した こと,通
信市場の劇的な構造変化に対応するために接続料算定に用いる トラピックを
モデル適用期間内の予測 トラピックとすること等の修正が織 り込 まれ,モ デ




NTT東日本 NTT西 日本 比率
GC接続 3.59円/3分 4.75円/3分 132.3
ZC接続 4.57円/3分 5.95円/3分 X30.2
端末回線 1,205.4円 1,253.1円 104.0
(注)き 線 点 遠 隔 収 容 装 置 を端 末 回線 に付 け 替 え た場 合
GC接 続 で,東 が3.23円,西が4.35円,比率 は134.7%
ZC接 続 で,東 が4.22円,西が5.55円,比率 は131.5%
端 末 回線 伝 送(PHS用)で,東 が1,313.4円,西が1β58.2円,比率 は103.4%
で,東 西別接続料の設定が提言 された。
すなわち,答 申は,A案;東 西平均 のモデル算定値 を適用する方式,B
案;NTT東 西 にそれぞれのモデル算定値 を適用する方式,C案;NTT東 日
本 には自社固有のモデル算定値 を適用 し,NTT西 日本 には東西平均 のモデ
ル算定値 を適用す る方式,の3案 を検討 した上で,B案 のNTT東 西それぞ
れ固有のモデル算定値 を適用す ることが適当であると結論付けている。
東西別の コス ト算定 をB案 に基づいて具体的 に行 った試算値は表2の と
お りである。東西格差の要因は,GC接 続 コス トについては,NTT西 日本 は
小規模局が多い ことか ら局設置RT～ 加入者交換機の伝送路が,ま た,ZC
接続 コス トでは,地 理的条件か ら離島を多 く有 しているためであると指摘 さ
れている。
ここで電気通信審議会から情報通信審議会に引 き継がれた答 申のなかで特
定費用負担金 と接続料金格差 に言及 した個所 についてサーベイしておこう。
既 に第一次答 申の段階で,特 定費用負担金制度終了後には格差が発生する
ことを是認 している。す なわち,「東西会社間の料金格差 については,東 西
会社 間の比較競争(ヤ ー ドステ ィック競争)が 働 くことが期待 され,ま た,
東 ・西NTTと いう異なる会社 間で料金が同一でなければならないとい う合
理的根拠 にかける。このため,東 ・西NTT間 においては料金 を引 き下げる
244国 際経営論集No.252003
18)
方向で格差が生 じることはあ り得 るもの と考えられる」。
また,第 二次答申で も,「東 日本電信電話株式会社(以 下 「NTT東日本」
という。)とNTT西 日本 とでは指定設備管理部門における費用 は異 なって
お り,各 々が電気通信事業者 としてその経営実態に即 して業務展開を行 って
い くことが平成11年7月に実施 されたNTT再 編 の趣 旨であると考 えられ
る。従 って,NTT東 日本 ・NTT西日本 は自社の指定設備管理部門における
実際費用や長期増分費用 に基づ き,各 々異なる接続料 を設定すべ きである。
但 し,平 成13年度迄 は,日 本電信電話株式会社法の一部 を改正する法律(平
成9年6月20日 法律第98号)附則第11条74により,NTT西 日本の経営安定
化のためにNTT東 日本が特定費用負担金 を交付で きることとされてお り,
その間は同額 に設定 されることはやむを得 ない と考え られる。以上から,特
定費用負担金制度の存続す る平成13年度が終了 した後は,NTT東 日本 と




行の接続料体系 はNTT西 日本の経営安定化のためにNTT東 日本が特定費
用負担金 を交付することを前提 として成立 してお り,「IT時代の接続ルール
の在 り方 について」(平成13年7月19日 情報通信審議i会)でも 「特定費用
負担金制度が終了 した平成14年度には,コ ス トベースに基づいた東西別の接
20)
続料が設定 されることが適当である」 という指摘 を引用 している。
このように電気通信審議会並びに情報通信審議会は一貫 して特定費用負担
金制度終了後の接続料 に東西格差 を設けることを答申 している。
なお,平 成14年9月13日の答申では 「全国均一一料金制度は,明 治23年か ら
固持 して きた料金体系であ り(昭和37年までは一部の都市 において市内通話
料金 は個別負担),こ の料金体系の下,運 営 して きた加入電話の料金体系 に
ついては,少 な くとも,利 用頻度,利 用者が多い実態に鑑み,他 の公共料金
の地域間格差 と同程度の格差以上の格差は,地 域住民の理解 を得難いのでは
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ないか と想定 される。なお,モ デル算定値 をそのまま適用 した場合,利 用者
料金へ どの ように反映 させ るかは各事業者の経営判断に属すべ きものではあ
るが,少 な くとも各地域でのみ事業 を行 っている事業者 はこの コス トを反映
させ るもの と仮定すると,市 内通話の利用者料金で2円 程度の格差が生 じる
21)
可能性がある」 と指摘 し,「東西それぞれのLRICベースのコス トとす るの
が最善の方法 と判断」するものの,「実際のモデル適用 においては,NTT東
日本の経営 に及ぼす影響や,西 日本エ リアの利用者へ与える影響 について配
慮す ることが必要で」,「NTT西日本 との接続料格差が拡大す ることについ
て何 らかの激変緩和措置,例 えば,LRICベースのコス トに基づ く接続料水
準 を即時に適用するのではな く,年度毎 に段階的に適用する等の措置 を講 じ
22)
る必要がある」 と政策的配慮があ りうる点 も指摘 している。
4.衆参両院総務委員会決議 とユニバーサルサービス基金制度の発動
4.1衆参両院総務委員会決議
第155国会(平 成14年)11月28日衆議院総務委員会 において 自由民主党,
民主党 ・無所属 クラブ,公 明党,自 由党,日 本共産党及び社会民主党 ・市民
連合の六派共同提案 による接続料等 に関す る件 について決議すべ しとの動議
23)
が提 出され,全 会一致で決議 されている。
「接続料等に関する件
一 国民生活に不可欠な基礎 的な通信手段 とい うユニバーサルサービスの
主旨に鑑み,NTTの 接続料 については平成十五年度以降 も引 き続 き東西
均一を維持 し,ユ ーザー料金に地域格差 を生 じることがないよう適切な措
置を講ずること。
二 基本料金の値上げは電話利用の少 ない利用者 に対 し相対的に大 きな負
担 を強いる ものであ り,接続料の算定 に当たっては基本料金値上げにつな
がらない方式 を採用すること。
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三 昨今の急激な1電 話通話量の減少 という事態 を踏 まえ,仮 定 と予測
に基づいてコス トを算出する長期増分費用方式 と現実の乖離を最大限抑え
るべ く,各種入力値は適切 に算定するなど,消 費者の利益 に資するために
適切 な措置 を講ずること。
四 接続料の算定に用いている長期増分費用方式については,実 際の投下
資本の回収,ユ ニバーサルサ"..ビスの確保やブロー ドバ ン ドネッ トワーク
の構築 に向けた電気通信事業者の設備投資意欲 を考慮 し,早 期廃止 に向け
あるべ き接続料の算定方式 を検討すること。
五 接続料 についての 日米意見交換 に当たって,政 府 は以上の立場 を堅持
し,国益最優先の立場で取組むこと。
右決議する。」
衆議 院に続いて開催 された参議院第155回国会 総務委員会 第9号 によ
れば,自 由民主党 ・保守党,民 主党 ・新緑風会,公 明党,国 会改革連絡会
(自由党 ・無所属の会)及 び社会民主党 ・護憲連合の各会派共同提案 によっ
24)
て相互接続料等 に関する決議案が提出 され,全 会一致で可決 されている。
「相互接続料等に関す る決議(案)
現在検討 されている相互接続料 の見直 しについては,電 話サービスが低
廉 な料金で全国民に対 し公平 に提供 されるべ きユニバーサルサービスであ
ることを踏 まえ,政 府 は左記の事項 についてその実現 に努めるべ きであ
る。
一 電話サー ビスが国民生活 に不可欠な基礎的通信手段 であることか ら,
ユニバーサルサービスの趣 旨にかんがみ,相 互接続料 については,ユ ーザ
ー料金 に地域格差が生ずることのないようNTT東 西間で格差 をつけない
こと。
二 基本料金の値上げは電話利用の少ない利用者 に対 し,相 対的に大 きな
負担増 を強いるものであ り,接続料の算定に当たっては,基 本料金値上げ
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につなが らない方式を採用す ること。
三 昨今の急激 な一般電話通話量の減少 とい う事態 を踏まえ,適 切 な入力
値 に基づ き相互接続料 を算定すること。
四 接続料の算定に用いられている長期増分費用方式 については,実 際の
投下資本 の回収,ユ ニバーサルサービスの確保及びブロー ドバ ン ドネッ ト
ワークの構築 に向けた電気通信事業者の設備投資意欲 を十分 に考慮 し,廃
止 を含め,あ るべ き相互接続料の算定方式 を検討すること。
右決議する。」
上記両院総務委員会決議の第一項 は,相 互接続料 に東西格差 を設けること
に反対 してい るのはユ ーザー料金 に地域格差 を設 けないためだ と理解 で き
る。つま り,両 院総務委員会決議はその前提 として,接 続料 を東西均一 に保
つ ことがユーザー料金 に地域格差 を設けないことに直結す ることが予定 され
ている。確かに相互接続料 は電話サ._._ビス料金の大 きな構成要素の一つであ
る。NTT東 西のユ ーザ._._料金 は,接 続料 に指定電気通信設備利用部 門で発
生 した費用 と同部門の報酬額 とを加 えて算出されることから,相 互接続料 を
東西均一 にすることによって電話料金の東西格差が発生 しにくい状況は作 り
やすい。 しか し接続料 はあ くまで も指定電気通信設備管理部門の費用水準の
み を反映 した料金であるか ら,上 述の ようにユーザー料金の水準 は接続料水
準 だけでな く指定電気通信設備利用部門で発生する費用水準 にも依存す る。
従 って相互接続料に東西格差 を設けないこととユ ーザー料金 にも東西格差 を
設けないこととは同義ではない。
また,相 互接続料 に東西格差 を設けないこ とによって影響 を受 けるの は
NTT東西のユーザーだけではない。GC接 続やZC接 続 を利用 して電気通信
サー ビスを営 む他事業者 にも同一水準 ・同一条件で接続サービスが提供 され
ることから,競 争が既 に導入 されている長距離 ・国際通信 ・ダイアルアップ
接続サービス等の分野 まで影響が及ぶ懸念がある。これ らの競争的サービス
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はNTT東 西 に支払われる接続料 に自社の営業費等の コス トと報酬額が加算
された上,他 社 との競争条件 を加味 しなが ら料金が決定 される。従 ってこれ
ら競争環境 にあるサ..__ビスに関 しては会社間格差 も地域 間格差 も否定 されて
いない。NTT東 日本の接続料にNTT西 日本並の水準が認め られた場合に
は,NTT東 日本エ リアでは超過利潤 を含む接続料金が設定 されることにな




によってではな く,既 に法制化が終了 しているユニバーサルサー ビス基金の
発動によるべ きなのである。
なお,第3項 の決議 は接続料 を算定する際に分母 となる トラフィックに従
来用い られて きた実績値 を用いず に予測値 を"適 切"に 用いることを求めて
いると理解 される。 しか し,電 気通信市場の劇的な構造変化 によって トラフ
ィックは急激に減少 している。 このような状況で実績値 に代 えて予測値 を用
いることは,接 続料算定上(分 母の値が小 さくなるために)値 上げ要因 とな
る。従って値下げ を歓迎するはずの消費者利益 とは相反する結果 をもたらす
ことになるので,両 院総務委員会決議の指摘 は逆である。
4.2ユニバーサルサービス基金制度の発動
日本電信電話株式会社等 に関する法律第3条 は 「国民生活に不可欠 な電話
の役務のあまね く日本全国における適切,公 平かつ安定的な提供の確保 に寄
与」することを義務付 けている。このユニバーサルサー ビスの維持は,従 来
は東西NTTが 企業内部において採算地域か ら不採算地域への地域間補填に
よって維持 されて きた。 しか し,都 市部 における事業者間の競争が急速に進
展することによって,採 算地域か ら生 じる利益 を不採算地域 に補填すること
が難 しくなると見込 まれることか ら,ユ ニバーサルサービスの費用の一部 を
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各電気通信事業者が負担する制度が必要になって きた。そ こで情報通信審議
会は平成14年2月13日に 「IT革命 を推進するための電気通信事業 における
競争政策の在 り方についての第二次答 申」 を答申 した。これによれば,ユ ニ
バーサルサー ビスの対象 となる基礎的電気通信役務の範囲は,加 入電話,公
衆電話及び緊急通報 とし,交付金の算定方式 としてはs不 採算地域 における
「赤字部分」 が採5i'・地域 における 「黒字部分」で相殺 しきれない部分 を純費
用 とする 「相殺型の収入費用方式」が採用 された。基礎的電気通信役務 を提
供する事業者 は総務大臣が適格電気通信事業者 として指定 し,適 格電気通信
事業者の申請 によって基金が発動 されることになる(図3参 照)。
純費用算定上,費 用面のみに着 目し,一 定水準以上のコス トを積み上げて
算定するベ ンチマーク方式 は,ベ ンチマークとなる基準設定のための合理的
な根拠が現時点では希薄 なため,制 度発足後の制度 レビュー(概 ね2年 後 を
予定)を 行 う際 同方式への移行について検討すべ き課題 として残 された。
また,コ ス トの算定 においては,指 定電気通信設備管理部門については長
期増分費用方式が採用 され,指 定設備利用部門に係 る費用 については,エ ン
ジニアリングモデルが存在 しないため,実 際費用か ら基礎的電気通信役務の
25)
図3ユ ニバーサルサービスの提供の確保 に係 る制度の整備
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提供の維持 に必要最低限 とは認められない費用や他事業者 との競争 に対応す
るための費用 を除外する等,一 定の調整 を行 って純費用が算出 された。
ユニバーサルサービス基金の拠出金 を負担することになる事業者は,加 入
者回線等 から受益 している事業者(音 声伝送役務以外 の提供事業者 を含 む)
が対象 とされ,コ ス ト負担比率の算定は,電 気通信事業者の売上高比(移 動
体 一移動体間の通信等に係 る売上高は加入者回線等から受益 していないこと
か ら除外)を 用いることとされた。
平成13年(法62)改正電気通信事業法は第2章 に新たに基礎的電気通信役
務 を第6節 として設け,ユ ニバーサルサービス基金の法整備 を行 った。平成
14年6月には関係政省令が施行 され,下 記図表が示す ようなユニバーサルサ
ービス基金制度が実現 している。現状ではコス ト負担対象者は電気通信役務
の提供 によって生 じた収益の額が10億円を超える事業者であ り,収 益の3%
以内で負担することになっている。
平成14年4月15日に総務省か ら発表 されたユニバーサルサービスに係 る純
26)
費用 の試算値 は表3の 通 りであ る。
この試算 によれば,平 成14年度 にNTT西 日本 で初 め て純費用 が発生 して
い る。 しか し,NTTグ ル ー プは 「今 回導 入 され る基 金制 度 は ,基 金 として
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の実効性が全 く期待で きない もの となっているため,NTT東 日本 ・NTT西
27)
日本が現時点で適格事業者の申請 をする意味 はない」 との コメン トを寄せ,
基金発動用件が厳 しす ぎて実効性 に乏 しいことを指摘 している。相殺型の収
入費用方式 を採用する限 り,競 争対応費用や基礎 的電気通信役務の提供の維
持 に必要最小限 とは認められない費用 を控除する必要があるが,適 格事業者
との実効性 を巡 る認識の違いの溝は埋 まるとは思 えない。その意味でも,ベ
ンチマーク方式への早期移行 を行い,ユ ニバーサルサービス基金を実行可能
性 の高い ものに改善す る必要があるだろう。
6.お わ り に
実際費用方式 を適用する接続料 に係る平成14年度分の改定申請について総
務省は平成14年12月11日に情報通信審議会答 申を受け,同 日に不許可処分 と
2$)
した。すなわち,PHS基 地局 回線機能,端 末系交換機能,中 継伝送専用機
能以外の実際費用方式 に基づ く接続料 について東西均 一は適当でない とし
た。答 申は 「特定費用負担金制度が廃止 された平成14年度以降,NTT東 日
本及びNTT西 日本 は,接 続料規則 に基づ き,二 つの異 なる第一種指定電気
通信設備 を設置する第一種電気通信事業者 として,そ れぞれの原価 に基づ き
接続料 を算定することが適当である」 と指摘 している。その結果,長 期増分
費用方式適用機能に関 しては東西均一,専 用線等の実際費用適用機能 に関 し
ては東西格差があることにな り,接続料金メニューにゆがみが生 じた。
日本経済新聞は平成14年12月5日付けで次の ような記事 を掲載 した。「総
務省は新電電各社がNTT東 西地域会社の通信 回線 を借 りる際 に支払 う接続
料 について東西の料金格差が生 じない よう,経 営体力に勝るNTT東 がNTT
西 に資金 を援助する新制度 を設ける方針 だ。来年度の援助額は約300億円に
なる見込み。総務省は,NTT東 が援助分 を損金算入 して税控 除を受け られ
るよう財務省に求めている。接続料 を巡っては情報通信審議会(総 務相の諮
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問機関)が9月 に東西別料金の導入 を促す答申を出 した。だが11月末に国会
が全国均一料金の維持 を決議 したため,料 金に差 を付 けるのは難 しくなった
29}
と判断 した。総務省 は次期通常国会に関連法の改正案 を提出する」。
この新制度は時限立法 として設けられた特定費用負担金の延命措置 に他 な
らず,ユ ニバーサ ルサー ビス基金創設の趣 旨に反す るとい うべ きであ る。
NTT分割が持株会社の もとで一体 として経営 されることを指向 したわけで
はなく,ま た,ユ ニバーサルサービス基金創設 という競争条件のセーフテ ィ
ネッ トを整備 した現在,別 会社である東西NTTが それぞれの原価情報 を基
礎 にした別料金体系 を設定 した上で,そ の結果生 じるか もしれないユーザー
料金の地域間格差 を補填するためにはユニバーサルサービス基金 を発動 させ
ることが本来である。
注
1)「接続の基本的 ルールの在 り方 について」,平成8年12月19日,電気通信
審議会 接続の円滑化 に関する特別部会答 申
2)不 可欠設備の呼称は法制化の過程で指定電気通信設備 と名称変更 され(平
成9年 法律 第97号),更に平成13年法律62号で第一一種指定電気通信設備 と改
称 されている。すなわち,電 気通信事業法第38条の2第11項は 「第一種指定
電気通信設備 を設置する第一種電気通信事業者は,総 務省令 で定めるところ
により,第 一種指定電気通信設備 との接続 に関す る会計 を整理 し,及 びこれ
に基づ き当該接続 に関する収支の状況その他郵政省令で定める事項 を公表 し
なければならない。」 と規定する。
3)特 定事業者 に適用 される特別な接続 ルールは,以 下の4項 目に要約 され
る。
①接続条件の料金表 ・約款化
技術 的に接続が可能なすべてのポイン トでの接続 接続会計の結果に
基づいた適正 な接続料金s細 分化(ア ンバ ン ドル)さ れた接続形態及
び料金表,特 定事業者の同様 なサー ビスよ り不利でない条件であるこ
と,技 術的条件の記載,番 号ポータビリテ ィの確保,番 号案内サー ビ
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ス等 へ の ア クセ ス,緊 急 通 報 の伝 送 ・着 信,接 続 に 要 す る標 準 的 期 間
の 明示
② 接 続 に関 す る会 計 報 告 書 の作 成 ・公 表
③ 網 機 能提 供 計 画 の作 成 ・公 表
④ 不 可 欠 設 備 との接 続 に必 要 な情 報 の 提 供
4)現 在 は 「接 続 料 規 則 」(平 成12年11月16日郵 政 省 令 第64号)と して 長 期 増
分 費 用 方 式 等 に も対 応 した形 に改 定 され て い る。
5)英 国 で は規 制 産 業 に現 在 原 価 会計(CurrentCostAccounting>が適 用 され
て お り,時 価 デ ー タの 蓄積 が あ る。1975年9月 に公 表 され た イ ンフ レー シ ョ
ン会 計 委 員 会 報 告 書(TheReportoftheInflationAccountingCommittee-
HMSO,Cmnd6225),通称 サ ン デ ィ ラ ンズ報 告(SandilandsReport)を契
機 と して 現 在 原 価 会 計 が 提 唱 さ れ,規 制 産 業 はCCAを 実 践 して きた経 緯 が
あ る。 な お,一 般 の事 業 会 社 に はCCAは ほ とん ど浸 透 しなか っ た。
6)例 え ば 英 国 の通 信 規 制 当 局 のOFTELに よれ ば,将 来 志 向 コス トは最 新 の




7)過 去 の 設 備 投 資 資 金 の 回収 洩 れ(windfalllossもし くはstrandedcost)を
巡 っ て は 支 配 的事 業 者 と規 制 当 局 との 問 で 主 張 が 対 立 しや す い 。 例 え ば 英 国
で はBT(BritishTelecom)とOFTEL(OfficeofTelecommunication)との
間 で 争 い が あ っ た が,BTがOFTELの 提 示 す る長 期 増 分 費 用 方 式 を基 礎 と
した料 金 設 定 に反 証 で きな か っ た経 緯 が あ る。 詳 し くは拙 稿 「電 気 通 信 の接
続 会 計 問題 一windfalllossの存 否 一 」 『公 益 事 業 研 究 』 第50巻第3号pp.11-
17を参 照 され たい 。
8)モ デ ル構 築 上,き 線 点 遠 隔 収 容 装 置(き 線 点RT)の 取 扱 や経 済 的 耐 用 年
数 の設 定 等 の 課 題 が残 さ れ た 。 き線 点RTは ノ ン ・トラ フ ィ ッ ク ・セ ン シテ
ィブ ・コス トと して 取 り扱 うべ き との 考 え方 が 強 い が,基 本 料 値 上 げ に 直 結
す る こ と,既 存 の 料 金 算 定 方 式 を踏 襲 す る 方 が 混 乱 が 少 ない,等 の 理 由 か ら
端 末 回線 費 用 に含 め られ て い る 。 この 点 は平 成14年の 改 定 モ デ ル で も同 じ課
題 を引 きず っ て い る。
9)「 電 気 通 信 事 業 法 の 一 部 を改 正 す る法 律(平 成9年 法 律 第97号)附 則 第15
条 を踏 まえ た接 続 ル ー ル の見 直 しにつ い て」 第 一 次 答 申,平 成12年12月21日,
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10)現 行 の 一 種 ・二 種 の 事 業 区 分 を廃 止 し,一 種 事 業 に係 る許 可 制 を廃 止 して
参 入 規 制 を大 幅 に緩 和 す る こ とが 既 に提 言 され て い る 。 「IT革命 を推 進 す る
た め の 電 気 通 信 事 業 に お け る競 争 政 策 の在 り方 につ い て の 最 終 答 申」 平 成14
年8月7日 情 報 通 信 審 議 会 を参 照 の こ と。
11)http:〃www5.cao.go・JP/seikatsu/koukyou/com/coO6.htmlより引用 した。
12)平 成14年版 情 報 通 信 白書p.229より引 用 。
13)『テ レコ ム デ ー タ ブ ック2002』社 団 法 人 電 気 通 信 事 業 者 協 会,p.144より引
用 。
14)http:〃www.ntt-east.co.jp/databook/pdf/zaimu』10.pdfを参 照 した 。
15)http://www.ntt-west.co.jp/news/0105/010517_3.html並び に
http://www.ntt-west.co.jp/info/databook/pdf/01二Lpdfを参 照 した。
16)電 気 通 信 審 議 会 第96回会 合議i事要 旨(平 成9年5月13日 公 表)
17)「長 期 増 分 費 用 モ デ ル の 見 直 しを踏 ま え た接 続 料 算 定 の在 り方 に つ い て」,
平 成14年9月13日,情 報 通 信 審 議 会,P.29
18)「IT革命 を推 進 す るた め の 電 気 通 信 事 業 にお け る競 争 政 策 の 在 り方 につ い
て の 第 一 次 答 申 ～IT時 代 の 競 争 促 進 プ ロ グ ラム ～」,平 成12年12月21日,電
気 通 信 審 議 会,P.55
19>『「IT時代 の 接 続 ル ー ル の 在 り方 に つ い て」 の第 二 次 答 申 ～ 「電 気 通 信 事 業
法 の 一 部 を改 正 す る 法律(平 成9年 法 律 第97号)附 則 第15条を踏 ま え た接 続
ル ー ル の見 直 しにつ い て」～』,平 成13年7月19日,情 報 通信 審 議 会,pp.74-75
20)「長 期 増 分 費 用 モ デ ル の見 直 しを踏 ま えた接 続 料 算 定 の在 り方 に つ い て」,







25)平 成14年版 情 報 通 信 白書226頁 よ り引 用
26)総 務 省 報 道 資 料 「基 礎 的 電 気 通 信 役 務(ユ ニ バ ー サ ルサ ー ビス)に 係 る純
費 用 の 試 算 結 果 」 平 成14年4月15日(http:〃www.soumu.go・JP/s-news/
2002/020415_1.html)
事業者間相互接続料金算定と特定費用負担金廃止一NTT東西接続料均一維持決議の含意一255
27)「ユ ニ バ ー サ ル サ ー ビ ス 基 金 に 係 る総 務 省 令(事 業 法 施 行 規 則 の 一 部 改
正 ・交 付 金 及 び負 担 金 算 定 規 則 の 制 定)に 対 す る コ メ ン ト」,2002年5月23
日(http://www.ntt.co.1p/news/newsO2/0205/020523.htm1)
28)「東 日本 電 信 電 話 株 式 会 社 及 び西 日本 電 信 電 話 株 式 会 社 の 第 一 種 指 定 電 気
通 信 設 備 に 関 す る接 続 約 款 の 変 更 一 実 際 費 用 方 式 に基 づ く平 成14年度 の接
続 料 の 改 定 一 」,平 成14年12月11日,総務 省
29)http://www3.nikkei.co.jp/kensaku/kekka.cfm?id=2002124504551
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